
第１弾

568,070千円

原油価格・物価高騰等
総合緊急対策

Ⅰ 379,370千円

事業者支援に関する事業Ⅱ 188,700千円

原油価格・物価高騰等総合緊急対策
についてお知らせします。
（令和４年度一般会計補正予算第３
号、４号）
※令和４年６月15日時点

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金事業費（福祉保健部）

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の申請期限延長（令和4年8月31日まで）に伴
う予算の増額

18,370千円（財源内訳 国補助等18,370千円 ）

非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費（福祉保健部）
国の運用変更を踏まえ、対象となる住民税非課税世帯１世帯につき10万円をプッシュ型で支給
する。

45,000千円（財源内訳 国補助等45,000千円 ）

295,000千円（財源内訳 国補助等295,000千円 ）
低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金支給事業費

（子ども・子育て支援部）
新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰等に直面する低
所得の子育て世帯に対し、児童一人当たり一律50,000円の特別給付金を支給する。

商工業融資事業費（産業観光部）
「原油価格・物価高騰等緊急対策資金」を創設し、利子及び信用保証料の補助を行う。

183,500千円（財源内訳 国補助等183,500千円 ）

5,200千円（財源内訳 国補助等5,200千円 ）
緊急一時経営相談事業費（産業観光部）
区内事業者を対象に緊急一時経営相談窓口を開設する。

生活者支援に関する事業

21,000千円（財源内訳 国補助等21,000千円 ）
学校給食用経費（教育委員会事務局）
小・中学校の給食費に係る保護者の費用負担増を抑制するため、給食用食材費の一部を公
費負担する。


